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公益財団法人オイスカによる海岸林再生
プロジェクトへの参加者の特徴
佐藤孝吉* †・門叶陽波*・浅野奈々穂**・吉田俊通**

（令和 8年 2月 17 日受付/令和 8年 6月 12 日受理）

要約：東日本大震災により発生した津波は，海岸防災林に甚大な被害を発生させた。公益財団法人オイスカ
による海岸防災林再生プロジェクトは，被災した防災林再生の事業規模だけではなく，寄付金額，セミナー
聴講者数，メディア紹介数が多く，環境的な側面だけでなく社会的にも森林づくりに大きく貢献してきた。
本論文では，海岸林再生プロジェクトの参加者に焦点をあて，参加の情報収集，目的，障壁について設問し
たアンケート調査でその特徴を明らかにし，今後の森林管理について考察した。参加者を参加方法（公募と
企業）と参加回数（初回参加とリピーター）により分類し，その特徴について明確にした。その結果，被災
に対する社会貢献が参加を促し，参加に伴う楽しさや仲間づくりが継続参加へと展開していることが分かっ
た。働き世代である 30 代から 50 代は企業からのアプローチ，若年層や高齢者は公募で比較的地元から参加
していた。森林づくりを地域を主体とした持続的な森林経営へと発展させるためには，この特徴を踏まえ組
織づくりや生活づくりへと展開することが大切であると考察した。
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1．　は じ め に

　東日本大震災により2011年3月11日に発生した津波は，
東北地方太平洋側の海岸林に壊滅的な被害をおよぼした。
その後，災害地の基盤整備，育苗，植林，保育作業などの
森林造成が計画，実行されてきた。仙台湾沿岸海岸防災林
1,097.3 haのうち国有林は440.7 haであり，そのうちの15.63 
ha は「社会貢献の森」として民間 44 団体により森林整備
活動が行われてきた1）。被災した海岸林のなかで民有林の
656.6 ha のうち 146.08 ha（22.2%）は，民間 42 団体との協
働による「みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動」と
して植栽，保育活動が行われてきた。目標は，①次世代に
継承される森林づくり推進，②海岸防災林と地域社会との
密接なかかわりの再生，③海岸防災林の再生に対する社会
意識の醸成と高揚としている2）。つまり，専門家，事業体
だけでなく，地域住民，ボランティアなど多くの方の尽力
によって森林が再生されてきている。
　被災した名取市海岸林 126.1 ha（全体の 11.5％）のうち，
96 ha は公益財団法人オイスカ（注 1）（以下，オイスカと略
する）と「名取海岸林再生の会」により森林整備活動が行
われてきた（海岸林再生プロジェクトとする）。面積割合は，

名取市海岸林再生の 76％，民間団体の海岸林再生活動面
積 162 ha のおおよそ 60%にあたる。
　海岸林再生に対する苗木づくりや施工方法3），樹木の植
栽や育林4），多様性をはじめとした林分の評価5） など技術
的な記述や実施に至った経緯6, 7） が多い中で，再生にかか
わってきたボランティア活動，特に参加者についての現状
やその分析がほとんど見当たらない。震災発生から 15 年
経過していても年間 1,000 名以上のボランティアが参加し
ていることや，ボランティアの活動時間が長時間（1日 8
時間）であることなど，極めてまれな事例であり，災害か
らの復興の参考になると考える。そこで，オイスカによる
海岸林再生プロジェクトへの参加者に焦点をあてて分析す
ることにした。
　本論文の目的は，海岸林再生プロジェクトへの参加の人
物像，参加目的，参加障壁を調査し，分析結果からその特
徴を明らかにして今後の展開を考察することである。

2．　海岸林再生プロジェクトの概要

　海岸林再生プロジェクトは，「2011 年 3 月 11 日に東日
本大震災による津波で被害を受けた宮城県名取市の海岸林
約 100 ha を再生するため立ち上がったプロジェクト」で
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ある。オイスカは「これまでの長年にわたる海外（注 2）
での森づくりの経験を活かし，被災農家を中心とした名取
市海岸林再生の会とともに，震災直後から活動を継続して
きている。植栽するクロマツの苗木づくりから取り組み，
地元の森林組合や延べ 1万人を超えるボランティアの参加
協力を得て，2020 年にはすべてのエリアでの植栽を終え
た」。「海岸林がかつての姿を取り戻し，防風，防砂，防潮
の機能を十分に持つようになるには，まだ多くの年月と人
の手が必要になり」8） 継続することになっている。
　オイスカの資料によると（表 1），2011年～2024年までの
14 年間の実績は，植栽本数が 37 万本，植林面積（生物多
様性配慮ゾーン，自動車道・作業道，盛土のり面，防風垣
など植栽できない場所を除く）が 72.46 ha（ha あたり 5,109
本）である。ボランティア数は 15,573 名，育苗・造林，育
林に関する雇用人数 1万 1 千人，視察者 3,800 人，講演会
聴衆者 4万 5千人，さらに 300 回以上の広報機関によりア
ナウンスされ，活動に対する寄付金は 8.1 億円であり，長
期かつ大規模な活動である。
　主な活動内容は，2011～2013年は苗木づくり，2014年～
2020 年は植林および保育，2021 年以降は保育活動が実施
された。保育作業の内容は，下刈り，排水溝修復・増設，
ツル伐り・除伐，本数調整伐（間伐）であり，その他作業
道維持管理，成長モニタリング・本数調整伐調査，松くい
虫被害防止，ごみ拾い，定期巡視，各種啓発活動が行われ
ている。活動は，現地集合，解散で実施され，道具等はオ
イスカが用意することになっている。技術指導は，オイス
カをはじめとして国，県，大学等の研究機関，地元森林組

合，地域住民などが協力して行っている。

3．　調査分析方法

⑴　活動への参加方法と参加回数
　海岸林再生プロジェクトの活動への参加方法は，次の 2
つに大別される。1つ目は，企業や団体（以下，企業と略
する）（注 3）による参加である。当該企業がオイスカの活
動の趣旨や活動内容について理解（注 4）したうえで，企
業が希望する日程や人数を海岸林プロジェクト担当者に連
絡をする。担当者は，日程および活動内容を調整して実施
する。1日に 1企業が活動を行うようになっている（注 5）。
原則として無償で，参加費などは徴収をしていない。10
年以上継続されている企業，年間内に複数回参加している
企業も多い。
　2つ目は公募による参加である。日程，時間，作業内容，
人数などの情報をホームページ等により提供する方法であ
る。参加希望者は，Microsoft form による登録を行い当日
参加となる。服装，持ち物，集合場所の環境，注意事項な
どが記載されている。企業と公募は，おおむね別日に実施
されている。このように募集の形態が異なることから，参
加者の特徴を企業と公募の参加方法によって分析すること
にした。
　ボランティア活動への複数回参加者（リピーター）が 5
割程度と多いことも特徴である9）。リピーターは，活動に
賛同していると考えられ，参加者獲得の対策へと展開する
と思われる。また，繰り返し参加することにより，参加者
同士のネットワークを構築したり，事業の経過や変化につ

表 1　東日本大震災復興海岸林再生プロジェクト実績
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いても学ぶことができる。海岸林再生プロジェクトにとっ
ても，活動のフィードバックや技術や手法の継承へと展開
する重要な視点である。
　そこで，活動への参加者を企業と公募，および初回参加
とリピーターに分けて分析を行うことにした。

⑵　参加の目的や参加のための障害
　厚生労働省によると10） ボランティアとは「自発的な意志
に基づき他人や社会に貢献する行為」で，活動の性格とし
て，「自主性（主体性）」，「社会性（連帯性）」，「無償性（無
給性）」等をあげている。日本財団11） は，それに「創造性・
開拓性・先駆性」を加えている。全国ボランティアセンター
によると毎年17万団体（18.9万グループ）が活動し，700～
800 万人（厚生労働省のデータ12） では 613 万人）が活動し
ている。ボランティア活動への参加は，現代的な意義とし
て「活動者個人の自己実現への欲求や社会参加意欲が充足
されるだけでなく，社会においてはその活動の広がりに
よって，社会貢献，福祉活動等への関心が高まり，様々な
構成員がともに支え合い，交流する地域社会づくりが進む
など13）」と評価されてきている。
　さらに，事前に実施した本調査のための参加観察や参加
者へのインタビューを考慮して，海岸林再生プロジェクト
への参加理由の項目を，①自主性（主体性）：自然と触れ
合い，身体を動かす，②社会性（連帯性）：活動が楽しい
こと，仲間ができる，居場所が見つけられる，③無償性（無
給性）：社会に役に立つ，復興へ関与，④創造性・開拓性：
社会勉強，再生過程を見られる，先駆性：技術を身につけ
る，知識を身につける（注 6）とした。
　参加障壁の項目は，社会的な事情と物理的な事情にわけ
て設定した。社会的な事情として，①個人的な理由（参加
意欲，体力），②個人以外の社会的な理由（家族の理解，
職場の理解），③物理的な理由（時間，資金，交通手段），
そして，④障壁はなしの 4つの視点で確認した。その他，
参加に影響すると思われる居住地および年代を調査項目に
加えた。

⑶　アンケートの実施とデータの分析
　データ収集は，2025 年度の海岸林再生プロジェクトに
おける 5月後半から 6月後半にかけての約 1か月間で，作
業後にアンケート調査を実施した。作業内容は，成長を妨
げるクズの除去（刈り取りと薬剤枯殺による）が主体で
あった。作業時間は，作業の説明や休憩時間を含んでおお
よそ8時間であった。公募による活動は年間9回実施され，
調査期間内に実施された 3回（6月 7日および 28 日，7月
5日）を対象とした。企業によるボランティア活動は，5月
29 日（カネボウ労組連合会），5月 30 日（UAゼンセン），
6月 9日（マルエツ労組），6月 13 日（京セラ），6月 14 日

（化学総連，積水労組連合会）5回の回答を対象とした。
　データの分析は，独立要因として，参加方法，参加回数，
参加の条件（目的，障壁など社会的理由），その他（年代，
居住地）とした。そして，従属要因として参加方法による
違い，参加目的の達成状況とした。参加方法および参加回
数の違いは，それぞれの回答率の差と回答数を χ2 検定（エ
クセル統計（Bellcurve for Excel）ver. 3.20）によって傾
向を判断した。

4．　分 析 結 果

⑴　回答者の参加方法とリピーター
　アンケート回答者の参加方法と参加回数の関係を表 2に
示す。回答者 341 名のうち企業参加が 220 名（65％），公
募参加が 121 名（35％）で，企業がやや多くなった。海岸
林再生プロジェクトへのボランティア参加者は，年間延べ
人数で約 1,200 名となり，本調査は 2025 年度全体の 1 割
程度であった。
　参加回数は（表 3），初回参加が 227 名（67％），リピー
ターが 114 名（33%）であった。10 年前の参加者が約 5％，
3年前の参加者も約 5％となっていた。リピーターは，全
体として公募による場合が多いが，2022 年度や 2024 年度
は企業のリピーターが多くなっていた。参加方法と参加回
数による違いはあまりなかった。
　回答者の年代（表 4）は，20～50 代が多く全体の 90％を
占めていた。参加方法では公募は 20代，60代が多く，企業
は 30～50 代が多かった。リピーターは 50～60 代が多く，
20 代は初回参加が多かった。30～50 代は企業に所属した
状態での参加，それ以外は若齢層が学生など，高齢層は退
職者が多いと考えられる。つまり，企業などに属していな
い若年層は初回参加となり，中年層は職場からの参加，長
期的に実施しているので高齢層にリピーターが多い特徴を
確認した。
　参加者の居住地（表 5）は，宮城県（名取市，仙台市など）
からが全体の 4分の 1（24％）で，特に仙台市からの参加
が多かった。全体としては，関東地方（43％），その他，中
部地方（12％），近畿地方（11％）からの参加であった。参
加方法では，公募が比較的近距離の宮城県からが多かっ

表 2　回答者の参加方法と参加回数の状態
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た。企業は，関東地方，近畿地方，中部地方など比較的遠
方であった。参加回数では，リピーターが地元の宮城県と
近畿地方が多くなった。

⑵　参加のための情報と障壁となるもの
　参加者による海岸林再生プロジェクト情報の入手（表 6）
は，職場から（72％）が最も多く，次に友人や知人から
（13％）となった。参加方法では，企業が職場からの情報
の割合が高い傾向にあった。公募は，友人や同僚からの情
報がやや高い傾向にあった。参加回数では，初回参加者が
職場からの情報の割合が高く，リピーターはその他の回答
が多く，様々な場所から情報を仕入れていた。つまり，公
募は個々の事情で参加し，企業は職場ごとの状況で参加し
ていることを確認した。
　再度参加をするための障害となるものについて（表 7），
全体の約半数は障壁となるものはないと回答した。障壁が
多かった回答は，時間的な余裕がない（23.8%），体力的に
大変であること（18.5%）であった。参加方法による違いは，

公募が体力的に大変な場合が多く，企業の場合は障壁が無
い回答者が多かった。参加回数ではリピーターに資金的な
余裕がないへの回答が多かった。

⑶　参加の目的と効果
　参加に期待すること（表8）は，震災復興への関与（62%），
社会に役立つ（52%）の無償性，社会（43%）や人生の勉強
（37%）の項目が多く，震災に対する社会貢献を目的とす
る場合が多かった。一方，自然と触れ合う（39%），仲間
の広がり（32%）といった自主性や活動を通じた社会性に
期待する参加者も多かった。参加により得られたもの（表
9）と対比させる（表 10）と，震災への関与（－6.2%）や社
会に役立つ（－4.7%）について回答率が減少し，社会勉強
（11％），知識を得る（10%），活動が楽しい（11%），体を動
かす（10%）など，参加活動により自身が得られたことへ
の回答率が上昇した。
　参加方法では，公募参加者が身体を動かす，企業は社会
経験，仲間の広がりの項目が高い割合を示した。参加回数

表 4　回答者の年代

表 5　回答者の居住地

表 3　回答者の参加年
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では，初回参加の場合は社会勉強や知識への回答，複数参
加者は，知り合い，再生過程，活動が楽しい，居場所が見
つけられる，身体を動かせるへの回答が多かった。
　震災に対する社会貢献が参加を促し，活動が楽しかった

り，仲間とのコミュニケーションがリピーターへと展開し
ていることを確認した。

表 6　海岸林再生プロジェクトへの参加情報の入手

表 7　再度参加する場合の障壁

表 8　海岸林再生プロジェクトの活動への参加に期待すること

表 9　海岸林再生プロジェクトの活動への参加で得られたもの
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5．　考　　　察

　海岸林再生プロジェクトは，苗木づくり，植林活動，育
林活動へと作業が変化していくなかでも実施者とボラン
ティアとの協力体制が継続し，長期間にわたる信頼関係を
築いていた。このように参加者が多いことや活動時間が長
いことを考慮すると，ボランティア活動が海岸林再生のた
めに大きな力を発揮してきたことは注目するべきである。
　参加者の特徴をまとめると，参加方法では公募は若齢層
や高齢層にわかれ，企業は 40～50 代の壮齢層が多かった。
参加回数では，初回参加の場合は，技術や知識が身に着け
られる回答が多く，リピーターは，社会的な活動理由（知
り合いが広がる，活動が楽しい，居場所が見つけられる）
への回答が多かった。つまり，技術的な理由で参加するが，
そこで楽しさや仲間が見つかれば，リピーターとなる傾向
がみられた。
　参加のためには，企業や個々の時間と労力，それにとも
なう交通費などの費用が必要で，それだけの魅力が活動に
存在していることになる。ボランティア活動を活かせるよ
うな情報発信や活動プログラムも必要である。その根底に
は，オイスカの現在に至る地道な活動がある。参加方法で
は協賛企業の参加者募集や寄付などの面での影響力が強
く，オイスカが活動の中で培ってきた信頼関係が，活動参
加へと結びついた。そして，企業参加と公募参加を組み合
わせることでより広い年齢層を取り組むことになってきた。
　今後の活動について，公募は地元参加が主体となってい
たので，新たな展開の中で組織づくりや生活へ結びつける
ことでより持続的で，効果的な活動へと進展すると考え，
つぎのように考察した。
　参加者の特徴は，アンケート調査の参加のパターン，参
加障壁，年代の回答結果から 3つに分類できる。第 1には
企業などの団体に所属せず公募で，若齢層の参加者で時
間，体力および行動力があり，前向きで積極的な活動が可
能な群である。第 2には，企業団体などを通じた参加者で
仕事をしていて時間的な制約があるなかで，それぞれの立

場を活かして活動する群である。比較的遠距離からの参加
も可能であるが，その場合は資金的な問題を生ずることに
なる。第 3には，公募を主体とした高齢層の参加者で，比
較的自由な時間と資金には余裕があるが，体力的には限界
があり，比較的近距離からの参加者群である。
　これら 3つを組み合わせると，全体の取りまとめを行い
森林活動や森林資源利用を生活の中に取り組むのが高齢
層，活動の情報提供や資金提供などのサポートによる参加
が企業の壮齢層，そして，自由で実践的な若齢層を組み合
わせることでさらに特徴的な活動となり，オイスカが募集
する一時的な森林管理ではなく，組織づくり，生活づくり
を行い，地域に根付いた自発的，自律的な持続性を有した
森林経営へと展開する可能性があると考察した。

謝辞：本調査にあたり，海岸林再生プロジェクト関係の
方々，アンケートにご協力いただいたボランティア参加者
の方々にお礼申し上げる。

注
（1）　公益財団法人オイスカ（以下，オイスカ）は，1969 年にオ

イスカ・インターナショナルの基本理念を具体的な活動に
よって推進する機関として生まれた。

（2）　主にアジア・太平洋地域で農村開発や環境保全活動を展開
している。

（3）　会社内のグループ，会社に属する団体，自治団体など形態
はさまざまであるが，複数名のグループがまとまって参加
する場合で，企業からのアプローチが多い。

（4）　熟知し支援していることが参加原則となっている。
（5）　人数によっては複数企業となる場合もある。
（6）　創造性は，新しく価値のあるものを生み出す能力，開拓性

は，新しい経験やものなどを受け入れることへの寛容さ，
先駆性は新しいサービスや活動とした。
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Summary：The tsunami caused by the Great East Japan Earthquake caused devastating damage to 
coastal disaster prevention forests.  The Coastal Forest Restoration Project, run by the OISCA (Organization 
for Industrial Spiritual Cultural Advancement), has contributed significantly to reforestation not only 
environmentally but also socially, in such areas as the scale of the project, donations, seminar attendance, 
and media coverage.  This paper focuses on participants in the Coastal Forest Restoration Project, 
identifying their characteristics through a questionnaire survey of information, objectives, constraint for 
participation, and examining future forest management.  Participants were categorized by participation 
method (organization or companies, and public recruitment) and frequency of participation (first-time or 
repeat).  Results showed that social contribution in response to the disaster encouraged participation, and 
the enjoyment and camaraderie that accompanied participation led to continued participation.  Ages of 
30s to 50s were approached by companies, while younger and older people participated through public 
recruitment and were relatively local.  To further develop sustainable forest management in local 
communities, it is important to consider these characteristics and expand into organization and lifestyle 
development.

Key words：Great East Japan Earthquake, Coastal Disaster Prevention Forests, OISCA international, 
Natori City, Miyagi Prefecture
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